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日本年金機構中期目標   日本年金機構中期計画  平成21年度計画   平成21年度における評価の視点   
評価   

特に、コンプライアンス確保やリスク管  
理について、その必要性についての機  
構の役職員の意識の醸成に重点を置  

き、効果的な研修内容の検討・実施を  
行う。  行う。また、事務処理誤りの内容を本部で  
また必要な仕組みや体制を整備し、特  
に、不正や事務処理誤りなどの業務  
上のリスクを未然に防止する観点か1  

ら、毎年度、t」スクアセスメント調査を  
実施してリスクを把握し、調査結果に  
基づく必要な改善措置を講じる。また、  
事務処理誤りの内容については、－  
元的に把握し、組織内の情報共有の  
徹底を図る。  

○ 国民からの申請書類な                文書管理規程を策定し、文書の原本   
ど重要文書として指定する  管理・保管を徹底する。特にお客様か  から引き継いだ文書の適切な管理・保管を   
ものは永年保存するなど文  

書の原本管理・保管を徹底  

すること。   正に管理ごノ保管する。   

（2）情報公開の推進に関す  2．情報公開の推進に関する事項  2．情報公開の推進に関する事項  

る事項  以下の取組により、業務運営の状況  
や目標の達成状況、組織や役員に関  
する情報を、お客様の視点に立ち、分  
かりやすい形で広く適切に公開すると  日本年金機構 の自己評価           厚生労働省 の評価  
ともに、■法令に基づく情報公開に適切  
に対応する。  

○他国の先進事例等も参   

照し」業務運営の状況や報  アルレポート）の作成・公表等を行い、  本年金機構の業務運営、組織及び報酬を  の作成に向けた準備を行ったか。   
酬をはじめとする役員に関  日本年金機構の業務運営、組織及び  はじめとする役員に関する情報等について  
する情報等を、国民の視点  
に立って、年次報告書（ア  
ニュアルレポート）その他の  

分かりやすい方法で広く鱒  

関すること。  
■－■■■■■■－－－－－－－－－－－■－－→－－－■－－－－■■－－■■■■■■■   



日本年金機構中期目標   日本年金機構中期計画   平成21年度計画   平成21年度における評価の視点   
謹価   

○ 年金記録問題への対応  イ 年金記録問題への対応に関する  （∋ 年金記録問題への対応に関する業務  ②年金記録問題への対応に関する   
に関する業務の進捗状況等  業務の進捗状況等について、週次、月  の進捗状況等について、週次、月次等定  業務の進捗状況等について、週次、月   
について、週次、月次等定  期的に情報提供を行う。   次等定期的に情報提供を行ったか。   
期的に情報提供すること。   日本年金機構  

○ 不適正事案や事務処理  ウ 不適正事案や事務処理誤りなど  ③不適正事案や事務処理誤りなどの報  ③不適正事案や事務処理誤りなど  日本年金機構 の自己評価  誤りなどについて、率先して  の報告の仕組みを整備するとともに、  告の仕組みを整備するとともに、必要に応  の報告の仕組みを整備するとともに、  調査し 
、迅速に情報公開す  必要に応じて調査し、迅速に情報公開  じて調査し、迅速に情報公開を行う等、適  必要に応じて調査し、・迅速な情報公開   

ること。   を行う等、適切に対処する。   切に対処する。   を行う等、適切に対処したか。   厚生労働省  

の評価  

エ 業務方法書等の諸規程、役職員  ④業務方法書等の諸規程、役職員に関  ④業務方法書等の諸規程、役職員   
に関する情報、事業計画・報告、その  する情報、事業計画、その他日本年金機  ±関する情報、事業計画、その他公表  
他日本年金機構法に基づき公表が義  構法に基づき公表が義務付けられている  が義務付けられている情報について、  
務付けられている情報について、ホー  情報について、ホームページヘの掲載等  ホームページへの掲載等により適切  厚生労働省  

ムページヘの掲載等により広く適切に  に公表したか。   
公表する。   

の評価  日本年金機構 の自己評価  

以下の取組により、組織の一体感を  （D戦略的な人事政策   
○ 正規職員採用や幹部職  醸成する。   日本年金枚 
員人事を本部で一括して行  

い、組織の一体感の醸成に  
努めること。正規職員につ  

（3）人事及び人材の育成に  3．人事及び人材の育成に関する事項  3．人事及び人材の育成に関する事項   

3．人事及び人材の育成に関する事項           構  いては、全国異動を基本と  

するキャリアパターンを確立  

すること。   とするキャリアパターンを確立する。   



四   

日本年金機構中期計画 平成21年度計画   平成21年度における評価の視点   
評価   

日本年金機構中期目標   

○年功序列を排し、能力・  
実績本位の人材登用や給  

与体系等の確立を図るこ  

と。   

O「お客様のェ場に且つた  エ 職員の息 ロ 、息占    文  ロ    又   退  
土‾  日本年金機 

、、 
」 

ュ 
ョ   

っ   

ること。   導入する。また、制度の適正な運営に  
より、職員の適切な処遇に反映させる  
とともに、必要に応じ、制度の改善を  
図る。   

ヽ－ ・■   構      サービス提供」「コスト意識・  り業務の効率化人材育成に資する  全ての正規職員・准職員を対象として、「お  提供」「コスト息識・無駄排除」「業務改  の自己評価  無駄排除「業務改善」「現  よう、「お客様の立場に立ったサービス  客様の立場に立ったサービス提供」「コスト  善」「現状把握・情報公開」「コミュニ  状把握・情報公開」「コミニ  提供」「コスト意識・無駄排除」「業務改  意識・無駄排除」「業務改善」「現状把握・  ケーション能力の向上」といった取組  厚生労働省    ケーシン能力の向上」と  善」「現状把握・情報公開」「コミュニ  情報公開」「ヨミュニケーション能力の向上」  が適正に評価される人事評価制度を  の評価  いた取組が適正に評価さ  ケーション能力の向上」といった取組  といった取組が適正に評価される人事評  導入し、制度の趣旨について職員へ   ＿－1  ロ  
○職員の専門性を向上させ  オ職員の専門性を高めるための体  3人材の円   3  許その   、よ   日  日本年金橋構   
るための研修・教育の充実  系的な研修を実施するとともに、社内  研修その他戦略的な人材の育成を推進す  を推進するための準備を進めたか。   の自己評1正i  

を図ること。   資格制度を設ける。   るための準備を進める。  
庫生労働省  
の評  

（4）個人情報の保護に閲す  4．個人情報の保護に関する事項   4．個人情報の保護に関する事項   4．個人情報の保護に関する事項   

る事項  公的年金事業に対するお客様の信  
○職員に対し、個人情報   頼回復を図るため、以下の取組によ  
保護の重要性についての徹  り、個人情報の保護・管理に万全を期  
底を図ること。個人情報に  日本年金機構          の自己評価        厚生労働省  
関するセキュリティー対策を  

講じ、個人情報の保護・管  
理に万全を期すこと。   

ア 効果的な研修の実施やセルフ  ①職員に対して個人情報保護の重要性  ①職異に対して個人情報保護の重   
チェックの仕組みの導入などにより、  についての認識を徹底するため、全職員を  要性についての認識を徹底するため、  
職員に対して個人情報保護の重要性  対象とした効果的な研修の実施やセルフ  全職員を対象とした効果的な研修の  
についての認識を徹底する。 チェックの仕組みの導入を行う。   実施等を行ったか。   日本年金機構 の自己評価  



日本年金機構中期目標   日本年金機構中期計画   平成21年度計画   平成21年度における評価の視点   
評価  

イ 生体情報認証によるアクセス制御  （診個人情幸艮保護のため、生体情報認証  ②個人情報保護のため、生体情報  日本年金機構  
の自己評価  

の対策を講ずる。   個人情報保護管理規程の職員への周知  
徹底、アクセス内容の監視、個人情報にか  厚生労働省  
かわる業務を委託する場合における厳格  の評価  
な委託先の選定と業務の監督等を行うd   

ウ プライバシーマ「クの基準を踏ま  ③プライバシーマークの基準を踏まえつ  ③プライ／〈シーマークの基準を踏ま  

したセキュリティー対策を講ずる。   情報のセキュリティー対策を講ずる。   した個人情報のセキュリティー対策を  

講じたか。  日本年金機構 の自己評価 厚生労働省 の評価  
エ個人情報に関わる業務を外部委  
託する場合において、厳格な委託先  
の選定及び監督を実施する。  

Ⅴ 予算、収支計画及び資金計画   Ⅴ 予算、収支計画及び資金計画   
「Ⅲ 業務運営の効率化に関する事  1．予算については、別紙1のとおり。   Ⅴ．予算、収支計画及び資金計画  日本年金機構        経費の節減を見込んだ平成21年度計  の自己評価  

項」で定めた事項に配慮した中期計画  2．収支計画については、別紙2のとおり。  画の予算を作成し、当該予算による運  
の予算、収支計画及び資金計画を作  厚生労働省  

成し、当該予算にさる運営を実施する  の評価  
ことにより、日本年金機構の財務内容  
の改善を図る。  
1．予算  

別紙1のとおり。  
2．収支計画  

別紙2のとおり。  
3．資金計画  

別紙3のとおり。   




